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１．はじめに 

 

現在、企業の立地選択に関する研究は、シミュレーシ

ョンによるものではなく、均衡理論に基づくものが主流

となっている。しかし、現実的には考慮されるべき現象

でありながら、均衡理論では表現できない要因が多く存

在する。例えば、企業間での相互作用や、企業規模の経

年的な変化（成長，倒産等）である。実際には、企業は

数年後の状況を予測して行動していると考えるよりも、

前年の状況を受けて変化する経済状況および企業規模の

推移など、様々な状況の変化を受け、それに応じて行動

していると考える方が自然である。 

一方、交通施設整備と企業の立地選択には密接な関係

があると考えられている。多くの場合、どの企業も交通

アクセス性の良い立地環境を求めるが、そのような地域

は地価が高いため、立地できる企業は限られると考えら

れる。しかし、現時点では規模の小さい企業であっても、

成長した場合、より良い立地環境を求めて立地地域の変

更が起こるものと考えられる。しかしながら、均衡理論

ではこうした影響を表現することは困難である。 

本研究では、モンテカルロシミュレーションを用いて

上記の関係を表現することにより、より現実的な企業の

立地選択行動を表現可能な動学的モデルの構築を行う。

また、簡単な計算例を示し、本研究で提案するモデルの

特徴を示す。 

 

２．シミュレーションの概要 

 

（１）分析条件 

地域設定として、大都市からの距離に応じて地域1、地

域2、地域3を想定している。それぞれの地域には、属性 
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としてアクセス指標、地価、地域内企業数を設定してい

る。また各地域の地価は、アクセス指標と地域内企業数

より決定されると仮定する。各地域の効用は、上記のア

クセス指標、地価、地域内企業数の関数によって表現さ

れると仮定する。企業の立地選択行動は、効用最大化行

動として表現するため、企業の立地選択行動により地域

の効用は変化し、その結果は、さらに企業の立地選択行

動にも影響を与える。これと併せて企業の成長過程も考

慮している。本研究の概念図を図-1に示す。 

（２）シミュレーションの流れ 

 企業は業種によって分類され、時点tにおける規模、

立地地域を属性として有する。各地域は先述したとおり、

アクセス指標、地価、地域内企業数によって特徴付けら

れ、後述する各状況変数を計算し、時点t+1におけるこ

れらの指標を更新し、企業の立地選択に関する経年変化

を表現する。シミュレーションのフローを図-2に示す。 
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図-1 シミュレーションのイメージ 

経済状況の更新 

企業の規模推移 

（誕生・倒産・規模変化） 

立地効用の算出 

YES 

NO 

ｔ＝ｔ＋１ 立地選択 

終了 

最終年か 

開始 

 

図-2 シミュレーションのフロー 



３．定式化 

 

（１）記号 

( ): 地域の集合（数） || RR

( )|| SS : 業種の集合（数） 

( )| |D D : 企業規模の集合（数）  
( )tg : 時点 tの経済状況を示す指標 

( )g tδ :時点 tの時点 t-1からの経済状況の変化量 
( 0≥up )

)
)

: 経済状況が上昇する平均確率 
( ) ( 0,0 <≥ du γγ : 経済状況の上昇係数，下降係数 
( ) ( ) ( )( Tr

n
rr txtxt L1=x : 時点 t 、地域 Rr∈ に関する

属性変数ベクトル 
( )Ts

n
ss ββ L1=β : 業種 に属する企業の効用関数

に関するパラメータベクトル 
Ss∈

( ) ( )( )srsr tutu βx |, = : 地域 Rr∈ に立地する業種 Ss∈ に

属する企業の平均効用 
s
tm : 業種 に属する企業の t 年目の規模推移確率行

列 であり、その i 行 j 列目の要素を

Ss∈
(( 2|||| +× DD ))

( )jims
t , で表現し、企業規模が i から j に推移する平均確

率を表わす。 
s
am :業種 に属する企業に関する規模推移調節確率

行列 であり、経済状況の影響を反映す

る．その i 行 j 列目の要素を で表現し、企業規模

が i から j に推移する平均確率に関する調整項を表わす。 

Ss∈
(( 2|||| +× DD ))

( )jima ,

 

（２）経済状況の推移過程 

 企業の生産活動に影響を与えるものとして、経済状況

が考えられる。そこで、本シミュレーションにおいても、

経済状況を毎年更新し、その指標が企業の成長に影響を

与えるものと仮定する。経済状況の推移は，式(1)で表現

する。 

( ) ( )
( )⎩

⎨
⎧

⋅+−
<⋅+−

=
otherwise,1

 if1

dd

upuu

tg
ptg

tg
εγ

εεγ
 (1) 

where . ( )1,0~,, Unipdu εεε

式(1)では、経済状況が上昇するか降下するか、およびそ

れらの変化率は、定義域が 0 から 1 までの一様乱数

（Uni(0,1)）によって表現されており、経済の上昇確率

については、その平均値（ ( )0≥up ）が外生的に与えら

れている。 
 

（３）企業規模の推移過程 

現実社会において、企業の立地選択は企業規模により

異なると推測される。規模の大きな企業は地価が高くて

もアクセスの良い都心部を選択することができ、規模の

小さい企業はその逆の関係にある。また、規模の小さい

企業は大きな企業と比較して規模が成長する確率が高く

なることも推測できる。よって、本シミュレーションに

おいても、そのメカニズムを取り入れている。 
企業規模は数段階で表現し、さらに企業の分裂(誕生)、

消滅(倒産)も同時に表現するため、上記以外に誕生およ

び消滅も規模として表現する。 
ある企業が分裂に推移した場合、その企業と同じ属性

を有する企業が新たに誕生したことを意味する。また、

ある企業が消滅に推移した場合，その企業が倒産したこ

とを意味する。規模の推移確率の設定値を表 1-1 に示す。 
企業が分裂、消滅、あるいは規模の拡大、縮小をする平

均確率は、経済状況によって変動するものとする。経済

状況が上向きの場合は企業が分裂、規模の拡大をする確

率を高め、消滅、規模縮小する確率を低める。経済状況

が下向きの場合はその逆の方向にはたらく。業種 Ss∈
に属する規模d D∈ の企業が翌年に規模 に推移

する平均確率を式(2)で表現する。 
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ここで、 ( ) ( ) ( )1−−= tgtgtgδ であり、経済状況の変化

量を表現している。さらに、業種 に属する規模Ss∈
d D∈ の企業が翌年に規模 に推移する確率を式

(3)で与える。 
'd D∈

 ( ) ( ) ss
t

s
t ddmddM ε+= ',',   (3) 

where ( ) ( )Σ0ε ,~||1 MVN
TSεε L= . 

ここで ( )Σ0,MVN は、以下に示す平均ベクトル、分散共

分散行列（式(4)）によって表現される多変量正規分布で

ある。 
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ここで、業種間の依存関係は、分散共分散行列によって

表現される点に注意が必要である。予め規模の推移に関

して業種間に相関関係を設定しているため、たとえば、

ある業種の企業が成長する場合、その業種と正の相関を

持つ業種の企業も成長する傾向があるということが表現

可能である。 
以上より、業種 Ss∈ に属する規模 の企業が

翌年に推移する規模

d D∈
*d D∈ を求める問題は式(5)で与え

られる。 



( ) ( ',max,such that   find
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** ddMddMd s
tDd

s
t ∈

= ) . (5) 

 

（４）企業の立地選択行動 

本研究で扱う地域属性変数は、アクセス指標

（ ）、地価（ ）、地域内企業数（( )txr
1 ( )tx r

2 ( )tx r
3 ）であ

り、地価は式(6)で与えられるものとする。 

 ( ) ( ) txtxtx rrr
32112 lnln ⋅+⋅= αα ( ) . (6) 

ここで、 ( ) ( )1 20 , 0α α> > はパラメータであり、アクセ

ス指標、地域内企業数が大きいほど地価は高くなる。 
 規模 に属する企業が地域Dd ∈ Rr∈ に対して感じ

る平均効用を式(7)で与える。 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

,

1 1 2 2 3 3

ln

ln ln ln .

Tr d d r

d r d r d r

u t t

x t x t xβ β β

=

= ⋅ + ⋅ + ⋅

β x

t
 (7) 

ここで、 はパラメータであり、そ

れらの符号から、アクセス指標・地域内企業数が大きい

ほど効用は高く、逆に地価が高いほど効用は低くなるこ

とが表現される。 

( ) ( )0,0, 231 <≥ ddd βββ

 時点 t に地域 Rr ∈' に立地する業種 の企業が地

域

Ss∈
Rr∈ に対して感じる効用を式(8)で表現する。 

 ( ) ( ) rr
drdr

r dututU ε++= ,,
' , (8) 

where 

( )
⎩
⎨
⎧ =>

=
otherwise,0

'  if0 rrdu
dur   (9) 

( )2,0~ rr N σε . 

ここで ( )2,0 rN σ は、平均 0、分散 の正規分布である．

一度立地した地域からすぐに他の地域に移動することは

考えにくい。式(8)右辺第 2 項は、こうした動きを緩和す

るために導入しており、移動コストと解釈できる。企業

は、効用最大化行動により立地選択を行うことを式(8)は
示している。以上より、時点 t に地域

2
rσ

Rr ∈' に立地する

規模 の企業の立地選択Dd ∈ Rr ∈* は、式(10)の通り

定式化される。 

( ) ( 1max1such that   find ,
'

,
'

* *

−=−
∈

tUtUr dr
rRr

dr
r )  (10) 

 
４．計算例 

 

（１）設定条件 

 初期企業数は各業種ともに100とする。各パラメータ

の設定値を以下に示す。 

表－１ 企業規模の推移確率 

分 裂 消 滅 規 模 1 規 模 2 規 模 3

規 模 1 0.10 0 .10 0.74 0.05 0 .01

規 模 2 0.07 0 .07 0.05 0.77 0 .04

規 模 3 0.02 0 .02 0.01 0.04 0 .91

表－２ 企業規模の推移調節確率 

分 裂 消 滅 規 模 1 規 模 2 規 模 3

規 模 1 1.10 0.90 0.90 1.10 1.10

規 模 2 1.10 0.90 0.90 0.90 1.10

規 模 3 1.10 0.90 0.90 0.90 1.10

表－３ パラメータ設定(α ) 

ア クセ ス 指 標 地 域 内 企 業 数

0.8 0 .2

表－４ パラメータ設定( β ) 

ア ク セ ス 指 標 地 価 地 域 内 企 業 数

規 模 1 0.5 -5.0 0 .2

規 模 2 0.8 -3.0 0 .1

規 模 3 1.0 -1.0 0 .1

 

（２）シミュレーション結果 

 地域 2－地域 3 間に交通施設が整備されない場合(ア

クセス改善なし)、された場合(アクセス改善あり)の場

合の初期設定値をそれぞれ表-5、表-6に、時点 t=20にお

ける結果をそれぞれ表-7、表-8 に示す。また、結果の

値は50回試行した平均値である。 

 

表－５ アクセス改善なし(初期設定値) 

アクセス 地域内 規模1の 規模2の 規模3の

指標 企業数 企業数 企業数 企業数

1 90 4 .52 102 17 10 7

1 2 20 3 .32 99 17 10 6
3 10 2 .76 99 16 10 7

1 90 4 .52 102 17 10 7
2 2 20 3 .32 99 17 10 6

3 10 2 .76 99 16 10 7

1 90 4 .52 102 17 10 7

3 2 20 3 .32 99 17 10 6

3 10 2 .76 99 16 10 7

業種 地 域 地 価

表－６ アクセス改善あり(初期設定値) 

 アクセス 地域内 規模1の 規模2の 規模3の

指標 企業数 企業数 企業数 企業数

1 90 4 .52 102 17 10 7

1 2 40 3 .87 99 17 10 6
3 30 3 .64 99 16 10 7

1 90 4 .52 102 17 10 7
2 2 40 3 .87 99 17 10 6

3 30 3 .64 99 16 10 7

1 90 4 .52 102 17 10 7

3 2 40 3 .87 99 17 10 6

3 30 3 .64 99 16 10 7

業種 地 域 地 価



表－７ アクセス改善なし(t=20/50 回平均)

 アクセス 地域内 規模1の 規模2の 規模3の

指標 企業数 企業数 企業数 企業数

1 90 4 .57 126 19 14 12

1 2 20 3 .34 110 9 11 11

3 10 2 .74 91 13 10 11

1 90 4 .57 126 21 10 12

2 2 20 3 .34 110 14 10 19

3 10 2 .74 91 9 2 10

1 90 4 .57 126 7 15 16

3 2 20 3 .34 110 20 9 7

3 10 2 .74 91 7 7 22

業種 地 域 地 価

表－８ アクセス改善あり(t=20/50 回平均)

アクセス 地域内 規模1の 規模2の 規模3の

指標 企業数 企業数 企業数 企業数

1 90 4 .53 104 7 10 5

1 2 40 3 .87 97 14 13 4
3 30 3 .72 149 14 10 14

1 90 4 .53 104 14 17 10
2 2 40 3 .87 97 7 10 11

3 30 3 .72 149 28 17 13

1 90 4 .53 104 18 11 12

3 2 40 3 .87 97 12 10 16

3 30 3 .72 149 29 5 19

業種 地 域 地 価

 

５．考察とまとめ 

 

（１）地域別企業数の比較 

 地域別企業数の比較を図-3 に示す。アクセス改善あ

りの場合、地域 3 に立地する企業数が多くなることがわ

かる。特に、規模 1 の企業での差異が大きい。これは、

規模の小さな企業ほど誕生する確率が大きく、また規模

の小さな企業は地価による負荷が大きくなるようパラメ

ータを設定しているため(表-1、表-4)、規模の小さな企

業は地価の安い地域を選択することを表現している。 

 また、規模 1、規模 2 の企業はアクセス改善の影響を

受けているが、規模 3 の企業はほとんど受けていない。

これは、アクセス性を重視する大企業にとっては、地域

2、地域 3 のアクセス性が向上しても依然として最もア

クセス性の高い地域1を選択したためと考えられる。 

 

（２）規模企業数の比較 

 規模別企業割合の比較を図-4 に示す。全ての規模の

企業において、アクセス改善に伴い、地域 1 よりも地域

3 を選択する傾向が強くなることがわかる。企業数の比

較ではあまり差異の見られなかった規模 3 の企業におい

ても、その傾向が確認できる。 

 また、規模 2、規模 3 の企業における地域 2 の選択機

会は、アクセス改善の有無に関わらず安定しているが、

地域 1 や地域 3 の選択機会には差異が見られる。これは、

アクセス性を重視する企業があったり、地価を重視する

企業があったりと、全てが効用に従い同じ行動をするの

ではなく、多様な行動の可能性を表現できるシミュレー

ションの特徴の結果といえる。 
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図－３ 地域別企業数の比較 
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６．おわりに 

 

 本研究では、企業の立地選択行動が、何らかの手順に

従って行われており、それをシミュレーションにより表

現できる可能性を示した。しかし、各地域に対する効用

に負の影響を与えるパラメータは地価しか設定されてい

ないなど、パラメータ設定に課題が残されている。現実

社会と比較し、より考慮されるべきパラメータを探索し

ていくことが今後必要であると考えられる。 
 また、本研究では、仮想都市でのシミュレーションに

留まっているため、今後、実データを用いてパラメータ

推計を行い、その再現性について検討する必要がある。 
 さらに、従業員の雇用や賃金の関係等から、世帯の行

動モデルも加えるなど、より多様な表現が期待できる。 
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